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第５節 災害救助法の適用 
災害応急措置は原則的に市長自ら が実施し ま すが、 災害によ る 被害が救助法の適用基準に該

当する 場合、 県知事に対し て同法の適用を要請し ま す。 ま た、 決定後は適切に運用し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

関関係係資資料料 

☛災害救助法適用基準 P. 121 

災害救助法様式１  災害救助費概算額調 P. 499 

災害救助法様式２  災害救助基金報告書 P. 500 

災害救助法様式３  避難所設置及び避難生活状況 P. 501 

災害救助法様式４ -1①（ 建設型応急住宅）  応急仮設住宅台帳（ 建設型応急住宅）  P. 502 

災害救助法様式４ -1②（ 建設型応急住宅）  応急仮設住宅台帳（ その２ ）（ 建設型応急住宅） P. 503 

災害救助法様式４ -2（ 賃貸型応急住宅）  応急仮設住宅台帳（ 賃貸型応急住宅） P. 504 

災害救助法様式 5  炊き 出し 給与状況 P. 505 

災害救助法様式 6 飲料水の供給簿 P. 506 

災害救助法様式 7 被服、 寝具その他生活必需品の給与状況 P. 507 

災害救助法様式 8 救護班活動状況 P. 508 

災害救助法様式 9 病院診療所医療実施状況 P. 509 

災害救助法様式 10 助産台帳 P. 510 

災害救助法様式 11 被災者救出状況記録簿 P. 511 

災害救助法様式 12 住宅応急修理記録簿 P. 512 

災害救助法様式 13  生業資金貸付台帳 P. 513 

災害救助法様式 14 学用品の給与状況 P. 514 

災害救助法様式 15 埋葬台帳 P. 515 

災害救助法様式 16 死体処理台帳 P. 516 
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災害救助法様式 17 障害物除去の状況 P. 517 

災害救助法様式 18① 輸送記録簿 P. 518 

災害救助法様式 18② 賃金職員雇上台帳 P. 519 

災害救助法様式 19 （ １ ） 令第４ 条第１ 号から 第４ 号ま でに規定する 者の従事状況 P. 520 

災害救助法様式 20 （ ２ ） 令第４ 条第５ 号から 第 10 号ま でに規定する 者の従事状況 P. 521 

災害救助法様式 21 （ ３ ） 扶助金の支給状況 P. 522 

災害救助法様式 22 （ ４ ） 損失補償費の状況 P. 523 

災害救助法様式 23 法第 19 条の補償費の状況 P. 524 

災害救助法様式 24① 救助事務費の状況 P. 525 

災害救助法様式 24② 救助事務費調査票 P. 526 

災害救助法様式 24③  時間外（ 休日、 夜間含） 勤務手当、 旅費明細書 P. 527 

災害救助法様式 24④  救護班活動状況（ 総括表） P. 528 

災害救助法様式 24⑤  救護班活動状況（ 国公立病院・ 日本赤十字社に勤務する 者） P. 529 

災害救助法様式 24⑥  救護班活動状況（ 国公立病院・ 日本赤十字社以外に勤務する 者） P. 530 

災害救助法様式 24⑦  DMAT( DPAT) 活動時間調査票 P. 531 

災害救助法様式 24⑧  救助事務費明細書（ その他費用） P. 532 

 

２  主な連絡先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 災害救助法と り ま と め、 国への報告 
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第６節 職員の健康管理・安全管理 
市職員及び応援職員を適切に配置し 、 職員の健康の保持及び業務の安全性の確保に努めま

す。 ま た、 市職員だけで対応が困難な場合には、 迅速かつ円滑な応急対策活動を進める ため、

県、 協定締結自治体、 他の市町等に応援職員の派遣を求めま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

２  主な連絡先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県こ こ ろの健康センタ ー こ こ ろのケアチームの調整 

 

 

 

  

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

3 職員用物資の調達 後方支援チーム

　 災害対策活動に従事する 職員等は、 泊ま り 込みで不眠不休の活動を 続け る のが通常で
あ る た め、 各人がめいめいに食物を 取り 寄せる こ と も 災害時には不可能と な り ま す。 こ
のため、 職員用の飲食糧・ 物資調達を 行い、 業務継続可能な 環境を 整え ま す。

2 災害対応従事者のこころの
ケア

後方支援チーム

　 被災地活動に従事する 消防団、 行政職員等の災害対応従事者は、 災害直後から 過酷な
状況の中さ ま ざ ま な支援活動に従事し な ければな り ま せん。 こ のよ う な 特殊な 環境のも
と での支援活動はオーバーワ ーク にな り がち で、 身体的にも 精神的にも 疲弊を 来た し や
すい状況下にあ り ま す。 そのため、 災害対応従事者が健康相談を 受け ら れる 体制や、 個
別カ ウ ン セリ ン グ の実施を 行いま す。

業務内容

1 職員の健康管理・安全管理 後方支援チーム

　 災害対策活動に従事する 職員等は、 発災直後から 過酷な 状況において 支援活動に従事
し な け ればな ら な いこ と から 、 休養が確保でき る 勤務体制・ 安全管理体制を 早期に確立
し ま す。
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第４ 章 いのちを守る  

第１節 避難誘導 
人的被害を未然に食い止める ため、 被害を受ける おそれのある 者に対し て［ 警戒レ ベル３ ］

高齢者等避難、 ［ 警戒レ ベル４ ］ 避難指示を発令し 、 市民の皆さ んや滞在者など に避難を促し

ま す。  

 

１  実施業務  

 

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

4 児童生徒等の安全確保 教育チーム、保育課

　 地震によ る 施設の損壊や、 津波警報発表等によ り 施設に留ま る こ と が危険と 判断し た場
合には、 予め定める 計画に基づき 児童生徒を 安全な 場所へ誘導し ま す。
　 安全が確保さ れた 後には、 直ちに点呼等によ り 児童生徒、 職員の安否確認を 行い、 災害
対策本部へ報告し ま す。

　 時間に余裕があ る 場合、 自ら の安全確保を 最優先と し て ［警戒レベル４］避難指示の発令区
域に対し て 、 避難誘導を 行う 体制を 準備し 、 避難誘導を 行いま す。 ま た時間に余裕がな い
場合は、 住民によ る 支援体制を 主体と し た避難誘導を 行いま す。

2 要配慮者利用施設への伝達 避難所チーム

　 浸水想定区域の指定があ る 河川について は、 浸水想定区域ご と に洪水予報等（ 洪水予
報、 水位到達情報、 避難情報等） を 、 土砂災害区域内の施設へは土砂災害情報（ 警報、 土
砂災害警戒情報、 避難情報等） を 伝達し ま す。 ( 水防法第15条、 土砂災害防止法8条）

3 避難誘導
応急復旧チーム、消防チー
ム、情報チーム

業務内容

1 避難情報の発令及び伝達 企画チーム、情報チーム

　 人的被害を 未然に食い止める ため、 状況を 予測し 、 ［警戒レベル３］高齢者等避難・ ［警戒レ
ベル４］避難指示、 警戒区域の設定を 迅速に行いま す。 ま た各種広報手段を 活用し 、 市民や
滞在者に伝達し ま す。 ま た、 発令にあ たっ て 必要があ る 場合には、 国、 県等へ助言を 求め
ま す。 （ 基本法第56条、 基本法第60条、 基本法第61条の2）
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関関係係資資料料 

☛避難指示等の実施機関 P. 48 

 指定緊急避難場所及び指定避難場所の内容 

  ①災害時指定避難場所一覧 P. 67 

  ②福祉避難所 P. 76 

  ③自治会避難所 P. 77 

 避難行動要支援者対策 

⑧水防法第 15 条第 2 項に定める 「 洪水予報等の伝達方法」  P. 52 

⑨土砂災害防止法第 8 条第 2 項に定める 「 土砂災害警戒情報の伝達方法」  P. 52 

⑩浸水区域内要配慮者利用施設 P. 53 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

伊勢警察署 避難指示等の伝達 

三重県 避難に関する 情報の集約 

自治会、 自主防災隊、 ま ちづく り 協議会、 消

防団、 市民の皆さ ん 
情報の伝達、 避難の声かけ 

    

6 避難所の開設 企画チーム、避難所チーム

　 遠地地震や風水害において 人的被害が予想さ れる 場合は、 自主避難所の開設について検
討し 早期避難を 促し ま す。 ま た、 自主避難所以外の避難所において も 、 気象状況等を 考慮
し て 適切な タ イ ミ ン グ で適当な 対象地域の避難所を 開設し ま す。 な お、 開設し た避難所に
ついて は、 防災行政無線等で市民の皆さ んに伝達し ま す。

　 帰宅経路等の安全が確認でき た児童生徒について は、 保護者と 連絡を 取り 、 迎えにき て
も ら う こ と によ り 下校さ せま す。 ま た、 保護者が迎えに来る こ と ができ な い児童生徒等に
ついて は、 保護者に引き 渡せる 状況にな る ま で、 避難所で学校の保護下に置き ま す。

5 児童生徒等の下校、保護継
続の判断

教育チーム、保育課
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第２節 帰宅困難者・観光客対策 
公共交通機関や、 幹線道路等の途絶によ り 、 伊勢市駅周辺部や、 宇治地区では多く の帰宅困

難者の発生が予想さ れま す。  

 

１  実施業務 

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

伊勢警察署 帰宅困難者、 観光客等の誘導の応援 

観光地周辺の自治会等、 公共交通機関、 旅館

組合・ 宿泊施設、 観光関連事業所、 社会福祉

協議会等 

情報の提供、 施設等の提供 

 

  

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

　 公共の受入施設は指定避難所、 避難生活施設の中から 選定し 開設し ま す。

業務内容

1 帰宅困難者の保護対策 施設管理者、情報チーム

　 災害発生時に観光客を 含む帰宅困難者の発生が予想さ れる 市の施設の管理者は、 利用
者の安全確保のた め、 発災直後における 施設内待機や避難誘導等の実施、 ま た必要と 考
え ら れる 備蓄品の確保や、 そ れら を 必要と する 人への提供、 要配慮者や急病人への対応
を 行いま す。
　 ま た 、 施設の特性や事情に応じ て 、 利用者保護のた めに民間団体・ 事業者と も 連携し
て 飲料水や毛布等の準備を 検討し ま す。

2 一時的な滞在施設の確保 避難所チーム

　 大地震等によ り 、 鉄道、 バス 等の公共交通機関が停止し た 場合、 滞在が長期化する こ
と も 想定さ れ、 帰宅が可能にな る ま での間、 停留し た 帰宅困難者が休憩・ 仮眠を と れる
施設が必要と な り ま す。
　 そのた め、 市は、 事業者と 連携のも と 、 帰宅困難者の一時的な 滞在ができ る 施設の確
保、 支援に努めま す。

3 避難所の開設 避難所チーム
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第３節 公共施設利用者の安全対策 
災害が発生、 又は発生する おそれがある 場合、 園児・ 児童・ 生徒や各公共施設利用者等に対

し て適切に避難誘導を行い、 安全確保に努めま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

伊勢警察署 避難誘導の応援 

施設管理者 施設利用者の避難誘導 

学校、 幼稚園、 保育園 生徒、 児童、 園児の避難誘導 

 

  

第
３
編

公
助



第３ 編 公助  第４ 章 いのちを守る  

134 

第４節 救急・救助活動 
人命の安全確保を最優先し た救急･救助活動にあたり ま す。 ま た、 伊勢市のみでの対応が困難

な場合、 関係機関に応援要請し 、 連携を図り ながら 活動を実施し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

関関係係資資料料 

☛協定等一覧 P. 144 

法律等に基づく 応援協力の要請系統 P. 120 

自衛隊派遣要請の系統図 P. 121 

自衛隊災害派遣等要請様式 P. 478 

海上保安庁応急措置等要請様式 P. 482 

災害救助法様式 11 被災者救出状況記録簿 P. 511 

災害救助法様式 24① 救助事務費の状況 P. 525 

災害救助法様式 24② 救助事務費調査票 P. 526 

 

  

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

4 活動調整会議の実施 消防チーム

　 警察、 消防、 海上保安庁、 自衛隊の部隊がそれぞれ連携を 図り な がら 円滑かつ効果的
な 消火、 救急、 救助活動等に関する 情報を 活動調整会議を 実施し 共有、 調整し ま す。

　 伊勢市のみでは救急・ 救助活動が困難な 場合、 人的支援及び物的支援を 県、 自衛隊、
緊急消防援助隊等に要請し 、 連携し て 活動し ま す。 ま た 、 救急搬送等にヘリ コ プタ ーが
必要な 場合は、 県に要請し ま す。

2 防災業務従事者の安全確保 消防チーム

　 津波に関する 注警報が発表さ れて いる 中での活動は、 津波到達予測時間ま でに安全確
保ができ る 計画の範囲で活動を 実施し ま す。

3 応援関係機関との連携
消防チーム、企画チーム、
後方支援チーム

業務内容

1 救急・救助活動 消防チーム

　 人命の安全確保を 最優先と し 、 被害情報を も と に救急・ 救助活動方針の決定を 行い、
迅速に活動を 実施し ま す。
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２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

自衛隊 救助・ 救急活動 

海上保安庁 救助・ 救急活動 

伊勢警察署 救助・ 救急活動 

消防団、 自主防災組織 
消防署等の救助活動への協力 

地域住民と の救助活動 

緊急消防援助隊 救助・ 救急活動 

 

 

  

第
３
編

公
助



第３ 編 公助  第４ 章 いのちを守る  

136 

第５節 医療救護活動 
災害によ り 、 傷病者が多数発生し たと き 、 又は医療機関の一時的混乱によ り 、 その機能が停

止し たと き において、 医療、 助産及び救急救護の迅速、 的確な行動を明ら かにし 、 あわせて事

故処理方策を強化し 、 被災救護の万全を図る も のと し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

関関係係資資料料 

☛・ 協定等一覧 P. 144 

・ 災害拠点病院 P. 550         ・ 災害医療支援病院 P. 550 

・ 救急告示医療機関 P. 551       ・ 災害救助法様式 8 救護班活動状況 P. 508 

・ 災害救助法様式 9 病院診療所医療実施状況 P. 509 

・ 災害救助法様式 10 助産台帳 P. 510  ・ 災害救助法様式 24① 救助事務費の状況 P. 525 

・ 災害救助法様式 24② 救助事務費調査票 P. 526 

・ 災害救助法様式 24④  救護班活動状況（ 総括表） P. 528 

・ 災害救助法様式 24⑤  救護班活動状況（ 国公立病院・ 日本赤十字社に勤務する 者） P. 529 

・ 災害救助法様式 24⑥  救護班活動状況（ 国公立病院・ 日本赤十字社以外に勤務する 者） P. 530 

・ 災害救助法様式 24⑦  DMAT( DPAT) 活動時間調査票 P. 531 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

伊勢地区医師会・ 伊勢地区歯科医師会 応急医療・ 歯科医療・ 救護 

三重県伊勢保健所 災害医療確保のための連絡調整 

災害拠点病院、 災害医療支援病院 応急医療・ 救護 

日本赤十字社・ 医療機関 傷病者の応急治療、 救護 

災害派遣医療チーム（ DMAT）  傷病者の応急治療、 救護 

伊勢薬剤師会、 薬事施設 医薬品等の提供 
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第６節 消火活動 
災害時に発生する 火災の延焼や二次被害を防止する ため、 火災の状況を迅速に把握し ま す。

ま た、 消火活動によ り 、 市民の皆さ んの生命・ 財産を火災から 保護し 、 被害の軽減を図り ま

す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

関関係係資資料料 

☛協定等一覧 P. 144 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

消防団 火災の警戒防御 

自主防災組織等 初期消火活動 

緊急消防援助隊 消火活動支援 

三重県 防災ヘリ コ プタ ーの派遣 

伊勢警察署 交通規制の実施 

伊勢生コ ンク リ ート 協同組合 消防用水の供給 
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第７節 水防活動 
洪水、 高潮、 津波によ る 災害を未然に防ぎ、 又は被害を最小限にする ために関係機関が連携

し 各種対策を講じ ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

関関係係資資料料 

☛協定等一覧 P. 144 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

消防団 水害の警戒防御 

自主防災組織等 消防団等の防災関係機関と の連携 

河川、 海岸管理者 管理施設のパト ロ ール、 応急対策 

伊勢警察署 交通規制の実施 
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第８節 道路交通の確保 
市は、 道路管理者及び交通管理者と 緊密に連携し 、 国道、 県道の通行の禁止及び制限等の状

況や応急復旧状況の把握に努めま す。 ま た、 市道においても 交通制限等の規制を実施し 、 応急

復旧対策を行いま す。  

 

１  実施業務 

 

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

5 道路の適切な管理 応急復旧チーム

　 局地的な 大雨が発生し た場合には、 市内の低地やア ン ダ ーパス 等の浸水が予測さ れる
ため、 適正な 時期に通行規制を 実施し ま す。 ま た、 大雪が発生し た場合には、 幹線道路
等から 除雪を 実施し 、 社会的混乱を 最小限に抑え ま す。

4 立ち往生車両、放置車両の
移動等

応急復旧チーム

　 道路管理者は、 災害発生時には立ち 往生車両や放置車両が緊急通行車両の通行を 妨害
し 、 災害対策に著し い支障が生じ る 場合は、 対象と なる 道路区間を 指定し て、 区間に含
ま れる 車両等の移動を 命じ ま す。 ま た 、 命令に従わない場合や現場に占用者がいない場
合には道路管理者が移動さ せる こ と も あ り ま す。 こ れら の措置を と る た めに、 やむを 得
ない場合には、 近隣の土地を 一時的に使用し ま す。 （ 基本法76条の6）

　 道路管理者又は交通管理者は、 災害によ り 交通施設等の危険な 状況が予想さ れる 場合
や緊急輸送路の確保が必要な場合、 交通規制を 実施し ま す。 なお、 市は道路管理者等と
緊密に連携し て応急復旧対策を 実施する と と も に、 幅広い情報収集に努め、 市民の皆さ
ん、 帰宅困難者等に伝達し ま す。

　 道路管理者、 河川管理者、 港湾管理者は、 被害状況を 把握し 、 国、 県、 市、 伊勢警察
署等によ り 情報共有を 行い、 対応方針を 決定し ま す。 ま た 、 民間企業等の協力によ り 、
除去作業のた めの資機材の確保に努め迅速に除去作業を 実施し ま す。

　 伊勢市は、 道路の損傷及び道路上の障害物等によ り 交通不能と な っ た 場合は、 速やか
に調査を 行い、 応急復旧や道路啓開を 行いま す。
　 道路啓開を 行う 路線の優先順序は、 県緊急輸送道路ネッ ト ワ ーク 計画及び市指定緊急
輸送道路等の位置づけに沿う と と も に、 他の道路管理者、 交通管理者等と 協議の上、 決
定し ま す。

3 道路交通の確保 応急復旧チーム

業務内容

1 道路啓開の実施 応急復旧チーム

2 障害物の除去作業の実施 応急復旧チーム
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関関係係資資料料 

☛緊急輸送道路一覧 P. 86 

緊急通行車両等の事前届出制度フロ ーチャ ート  P. 90 

協定等一覧 P. 144 

交通規制の実施責任者別の対応内容及び根拠法 P. 89 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

道路管理者 

道路被害情報の収集、 提供 

応急措置、 応急復旧工事、 道路啓開作業 

基本法第 76 条関係（ 道路区間指定、 指定区間

の周知、 車両等の移動）  

伊勢警察署 
道路交通規制の実施 

県警本部と の連絡調整 

三重県 被害状況の把握確認 

協定先企業等 応急復旧、 道路啓開 
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第９節 鉄道交通の確保 
鉄道事業者は、 乗客の安全を確保する ため、 駅及び車両における 利用者の避難誘導を行う と

と も に、 施設の応急復旧に努めま す。 市は、 鉄道事業者と 連携し て情報把握に努め、 適切に応

急措置、 応急復旧対策が執ら れる よ う 努めま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

東海旅客鉄道㈱・ 近畿日本鉄道㈱ 

乗客の避難誘導及び救護活動 

被害状況や復旧見込みの情報提供 

鉄道施設の被害調査及び応急復旧 

三重県 被害状況の把握 

伊勢警察署 被害状況の把握 
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第１０節 緊急輸送活動の実施 
救援物資の提供、 応急対策のための迅速な輸送を確保する ため、 県及び防災関係機関等にヘ

リ コ プタ ー、 船舶、 車両等の緊急輸送手段の確保を要請し ま す。  

 

１  実施業務 

 

  

関関係係資資料料 

☛協定等一覧 P. 144 

市保有車両 P. 78 

災害救助法様式 18① 輸送記録簿 P. 518 

災害救助法様式 24① 救助事務費の状況 P. 525 

災害救助法様式 24② 救助事務費調査票 P. 526 

臨時ヘリ ポート 一覧 P. 90 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 防災ヘリ コ プタ ーの派遣 

災害協定団体 輸送への協力、 燃料の提供 

道路管理者 緊急輸送道路等の情報収集、 応急措置、 応急復旧 

伊勢警察署 
緊急輸送道路指定路線の決定、 緊急通行車両の決

定、 道路交通規制の方針決定及び実施 

伊勢志摩総合地方卸売市場 物資拠点の運用 

   

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～業務内容

1 緊急輸送活動の実施
後方支援チーム、物資チー
ム

　 迅速な 緊急輸送活動のた め、 市保有車両等の配備、 人員の確保を 行いま す。 ま た 、 緊
急輸送活動の継続のた め、 不足する 車両や燃料の調達、 作業員の雇い上げを 行いま す。

　 災害の規模及び災害発生の地域等に応じ 、 伊勢志摩総合地方卸売市場を 拠点と し て 、
支援物資の受入れ、 仕分け 、 配送を 行う も のと し ま す。 ま た 、 物資の入出庫管理を 適切
かつ円滑に行う た め、 拠点の運営を 物流事業者等に委託し ま す。

2 緊急輸送活動の要請 後方支援チーム

　 不足する 輸送手段を 補う ため、 広域的かつ機動的な 活動ができ る ヘリ コ プタ ーや船
舶、 大型輸送車両等の緊急輸送手段を 県及び関係機関等に要請し 、 迅速な 緊急輸送活動
を 行いま す。

3 物資拠点の確保 物資チーム
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第１１節 二次災害の防止対策 
地震によ る 余震や降雨の継続によ る 土砂災害、 宅地の崩壊、 構造物・ 建築物の倒壊、 危険物

の流出・ 火災等の二次災害によ り 多数の人命と 財産が失われる おそれがある ため、 対策を実施

し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 応急対策の実施 

伊勢警察署 応急対策の実施 

 

  

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

消防チーム

業務内容

　 現地状況、 降雨状況等を 把握し 、 急傾斜地、 河川、 ため池等で災害発生が予想さ れる
場合には、 警戒体制の確立、 周辺住民への周知、 避難誘導、 立入制限等を 実施し ま す。

　 被災し た 擁壁やのり 面等を 含む宅地において 、 速やかに被災宅地応急危険度判定、 立
入規制等を 行い、 二次被害を 防止し ま す。

　 被災し た 建築物について 、 速やかに被災建築物応急危険度判定、 立入規制等を 行い、
二次被害を 防止し ま す。

　 危険物施設において 流出・ 火災等の大き な 被害が発生する おそれがあ る 場合、 応急措
置の指示を 行う と と も に、 防災関係機関や周辺住民に周知し 、 避難誘導、 立入規制等を
実施し ま す。

1 土砂災害等応急対策
企画チーム、情報チーム 、
応急復旧チーム、消防チーム

2 被災宅地の対策 応急復旧チーム

3 被災建築物の対策 応急復旧チーム

4 危険物対策
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第１２節 ライフライン施設の応急復旧 
ラ イ フ ラ イ ン施設が早期に復旧、 回復する よ う 、 施設の被害状況を早急に調査し 、 県や関係

団体等と 連携し て迅速に災害応急対策や復旧活動に取り 組みま す。  

 

１  実施業務 

 

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

　 電気やガス 等のラ イ フ ラ イ ン 機能の早期復旧のため、 各事業者に連絡し 、 被害状況や
復旧状況及び安全確認のための情報を 共有し ま す。

2 上下水道施設の応急復旧 上下水道チーム

　 上下水道施設が損壊し た場合、 関係団体・ 業者等と 連携復旧作業を 行い、 給排水でき
る よ う 努めま す。 ま た、 被害状況、 復旧状況及び安全確認のための情報を 市民の皆さ ん
に広報し 、 二次被害の防止、 利用者の不安解消に努めま す。

3 その他ライフライン施設の応
急復旧

情報チーム

　 送配水施設、 水源地、 浄化セン タ ー等の被害状況調査を 実施し ま す。 ま た、 伊勢市の
みで災害対応が不可能な 場合、 又は不可能と 予想さ れる 場合、 迅速に県及び関係機関に
応援要請を 行いま す。

業務内容

1 上下水道施設の被害調査の
実施

上下水道チーム

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

協定締結先 応急復旧工事の実施 

中部電力㈱ 応急復旧工事の実施 

西日本電信電話 応急復旧工事の実施 

携帯電話事業者 応急復旧工事の実施 

東邦ガス ㈱ 応急復旧工事の実施 

道路管理者 応急復旧工事の実施 
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第１３節 危険物施設等の事故対応 
事故発生によ る 危険物施設、 高圧ガス 施設、 火薬類施設、 毒劇物施設、 放射性物質施設、 ば

い煙発生施設、 排水施設等の被害拡大を防止し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 被害状況の把握、 必要機材の提供 

伊勢警察署 
危険防止の措置の命令、 警戒区域の警戒、 避難

誘導、 交通規制、 遺体の収容等 

危険物等所有者、 管理者、 占用者 危険防止の措置、 製造所の一時停止 
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第１４節 航空機・列車・船舶事故等への対応 
航空機の墜落炎上や列車の追突及び脱線、 船舶の沈没事故等、 突発的災害によ り 、 多数の死

傷者が発生し た場合における 被災者及び周辺住民の救出・ 救助活動と その支援活動を実施し ま

す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 
被害状況の把握、 必要機材の提供、 消防、 医療

活動の支援 

伊勢警察署 情報収集、 救出救護、 事態の収拾、 交通対策 

鉄道事業者 

行政への連絡、 乗客の避難、 救助、 代替交通手

段の確保、 鉄道施設の応急措置、 他の鉄道事業

者への応援要請 
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第１５節 石油類流出事故への対応 
流出油事故が発生し た場合における 周辺地域の人命、 財産等を災害から 保護し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

関関係係資資料料 

☛石油流出事故の連絡系統図 P. 123 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 
被害状況の把握、 必要機材の提供、 漂着油等の

防除活動への協力 

伊勢警察署 情報収集、 救出救助、 交通規制 

海上保安庁 

海上での消火、 船舶の航行等停泊禁止区域の設

定、 流出油の拡大防止措置、 人命救助、 負傷者

の救急搬送 

原因者 

防災関係機関への通報、 連絡要員の派遣 

流出源の閉止、 拡大防止措置 

火気使用禁止措置、 事業所内での危険区域設定 

広報活動、 流出油の改修 

他の事業所への協力要請 
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第１６節 原子力災害への対応 
県内には原子力発電所等は無いも のの、 広範囲に影響が予測さ れる 原子力災害への対策を検

討し ておき 、 事故発生時の早期対応に努めま す。  

 

１  実施業務 
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２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 
原子力事業者と の連絡調整、 環境放射能モニタ

リ ング、 環境汚染への対処 

伊勢警察署 避難誘導 

津地方気象台 事故拡大の防止のための気象情報提供 
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第１７節 大規模火災への対応 
大規模な火災によ る 多数の死傷者等の発生を防止する ため、 防災空間の整備等の予防対策及

び発災時の救助・ 救援活動や避難誘導等の応急対策の整備を着実に進めま す。  

 

１  実施業務 

 

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

　 広範囲、 長時間の警戒区域の設定時には避難所の開設を 検討し ま す。

業務内容

1 消防活動の実施 企画チーム、消防チーム

3 避難措置 避難所チーム

　 市内で火災等の災害が発生し た場合に、 市民の皆さ んに対し 、 出火防止、 初期消火活
動の徹底を 期すよ う 、 あ ら ゆる 手段によ り 呼びかけを 行う と と も に、 市民の皆さ んの避
難時における 安全確保及び延焼防止活動を 行いま す。

2 警戒区域の設定 企画チーム、消防チーム

　 人の生命又は身体に対する 危険を 防止する ため、 必要があ る と 認める と き は、 避難の
ための立退き を 勧告、 指示し ま す。 ま た、 必要があ る と 認める と き は、 警戒区域を 設定
し 、 一般住民の立入制限、 退去等を 命令し ま す。 （ 消防法第23条の2、 基本法第60条、 基
本法第63条）

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 情報収集、 応援要請 

伊勢警察署 避難誘導、 資機材搬送の先導、 警戒区域内の警戒 
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第１８節 林野火災への対応 
林野火災によ る 広範囲にわたる 林野の焼失などの被害を防止する と と も に、 林野火災が発生

し た場合にはその被害軽減を図り ま す。  

 

１  実施業務 

 

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

　 林野火災が延焼拡大し 、 市民の皆さ ま に危険のおそれがあ る 場合に、 広報を 行う と と
も に、 延焼防止活動を 行いま す。

3 輸送手段等の確立 消防チーム

4 消防活動の実施 消防チーム

業務内容

1 情報の収集及び関係機関へ
の連絡

消防チーム

　 火災気象通報を 受けたと き 又は気象の状況が火災の予防上危険であ る と 認めた と き
は、 火災警報を 発し ま す。

2 空中消火基地の選定及び設
定

消防チーム

　 空中消火基地の選定にあ たっ て は、 火災現場に近く 、 資機材等輸送のための大型車両
等の進入が容易であ り 、 100ト ン 以上の水源を 有し 、 毎分1ト ン の取水が可能な平坦な 場
所を 災害発生場所に合せて 設定し ま す。

　 資機材等を 空中消火基地に運ぶため、 輸送ルート 、 輸送手段を 確立し て おき ま す。

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 情報収集、 空中消火、 応援要請 

伊勢警察署 避難誘導、 資機材搬送の先導 

伊勢生コ ンク リ ート 協同組合 消防用水の供給 
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第１９節 市民、企業等の資材等を活用する 
 災害が発生し た場合や、 発生し よ う と し ている 緊迫し た状況時には、 それら を防ぐ 又は被害

を最小限に抑える ために、 市民の皆さ んや企業等がお持ちの施設、 土地、 家屋等を緊急的に活

用さ せていただく 事があり ま す。  

 

１  実施業務 

 

 
 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

伊勢警察署 物的公用負担等の代行、 災害対策本部への報告 

三重県 物的公用負担等の代行 

国 物的公用負担等の代行 
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第２０節 不足する資機材を要請する 
 災害が発生し た場合に、 市内の備蓄する 物資、 資機材だけで対応が困難な場合には県へ必要

な物資等を要請し 応急対策を実施し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

三重県 物資、 資機材の共有 

国 物資、 資機材の共有 
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第２１節 優先度の高い通常業務を行う  
 発災後は人命保護が最優先と なる ため、 市内に大津波警報が発表さ れる など 非常体制で災害

対応を行う 必要がある 場合には災害時優先業務以外の通常業務を積極的に休止し 、 災害対応を

行いま す。 発災後にも 継続する 必要がある 通常業務や、 時間帯、 災害対応状況によ って復旧す

る 業務を予め整理し 実施し ま す。  

 

１  実施業務 
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第５ 章 いのちをつなぐ  

第１節 避難所運営 
居住の場を失った住民に対し て一時的な生活の場と し て避難所を提供する と と も に、 地域住

民や避難者によ る 避難所の運営が円滑にでき る よ う 管理し ま す。  

 

１  実施業務 

 

 

 

関関係係資資料料 

☛備蓄倉庫一覧 P. 7 

 災害時指定避難場所一覧 P. 67 

 福祉避難所 P. 76 

災害救助法様式３  避難所設置及び避難生活状況 P. 501 

災害救助法様式 24① 救助事務費の状況 P. 525 

災害救助法様式 24② 救助事務費調査票 P. 526 

  

 

 

 

 

担当
発災後

～

３時間

３時間

～

24時間

24時間

～

３日

３日

～

７日

７日

～

１ヶ月

１ヶ月

～

3 車中泊等対策 避難所チーム

　 車中泊やテ ン ト 泊等、 避難所の外で避難生活を 送る 人た ち の居場所や健康状態を 把握
し ま す。 ま た 、 避難所情報や物資の配布、 医療支援、 エコ ノ ミ ーク ラ ス 症候群の予防法
な ど の周知にも 努めま す。

　 市内の避難生活施設でス ペース が確保でき な い場合には、 避難者の受入先と し て 市
外、 県外の施設を 確保でき る よ う 、 近隣市町等と 協議し ま す。 ま た 、 市に調整の暇が無
い場合には、 県に受入先について 助言を 求めま す。 （ 基本法第86条の2、 第86条の8、 第
86条の9）

2 広域避難を行う 企画チーム、避難所チーム

　 避難者の受入れ、 避難者情報の管理、 避難所環境の保護、 要配慮者への支援な ど を 行
い、 地域住民や避難者によ る 避難所の運営が円滑にでき る よ う 管理し ま す。 ま た、 避難
所運営について 専門家と 定期的に意見交換を 行い、 災害関連死の予防、 男女共同参画の
視点、 感染防止に配慮し た 避難所づく り や避難者の自立支援やペッ ト 対策等に取り 組み
ま す。

業務内容

1 避難所運営 避難所チーム
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２  主な連携先と なる 関係機関等と 役割 

 

連携先 役割 

ボラ ンティ ア 避難所運営の補助 

伊勢市社会福祉協議会、 ボラ ンティ アセンタ

ー 
ボラ ンティ アのマッ チング 

三重県 
他市町、 他都道府県と の受入れ調整、 事務の代

行 

国 事務の代行 

  


